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降，先進国を中心に第 1 次，第 2 次産業から第 3 次産業へと産業構造のシフトが進むにつれて，
貿易自由化を議論するGATTの交渉ラウンドの場面では，従来のモノ分野だけでなく，サービス分
野も含めた幅広い分野での貿易自由化の必要性が議論されるようになってきた3）。そのため，サー




























① 第 1 モード＝越境取引：ある国のサービス事業者が，自国に居ながらにして外国にいる顧客に
サービスを提供する場合を指す。




③ 第 3 モード＝拠点の設置：ある国のサービス事業者が，外国に支店・現地法人などの拠点を
設置してサービスの提供を行う場合を指す。









































































際貿易収支（2017 年）によると，受取額が世界 6 位，支払額が同 7 位となっており，世界有数の
サービス貿易大国といえる。
【表４】





















　2019 年のラグビーワールドカップ，そして翌 2020 年には東京オリンピックといった国際的イベント
































名称 Expediaグループ Booking.comグループ 楽天トラベル（楽天グループ）






















Trivago, Home Away, Car 
Rentals.com等
Booking.com, Priceline.com, 






※ 楽天トラベルは 2018 年 6 月分から観光庁統計「主要旅行業者の旅行取扱状況」への業績開示を取りや
めた。楽天では決算情報を楽天市場や楽天トラベルを「EC事業」としてまとめて公開しており，同社広報

























































　このようにOTAを巡っては，一般消費者を相手とするBtoC（Business to Consumer）のトラブル, そ
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